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2019年2月、日 EU経済連携協定（EPA, Economic Partnership Agreement）が発効した。
2011年5月に、事実上の交渉がスタートして以来、8年近い年月を要したことになる。この間、
EUの FTA(Free Trade Area)政策は大きく変化し、このことが、同協定の内容に反映されて




1952年に欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC, European Coal and Steel Community）が設立さ
れて以来、欧州は欧州経済共同体（EEC, European Economic Community）を設立するた
めの「ローマ条約（Treaty of Rome, 正式には “Treaty establishing the European Economic 
Community”）」に基づき、1968年には関税同盟（Customs Union）を完成させた。これにより、
域内の関税障壁を除去するだけではなく、対域外関税についても共通化したのである。






2000年代に入ると、BRICs（Brazil, Russia, India and China）の台頭、米国による「競争




















（“Europe 2020”）」と呼ばれており、3つの柱から構成される 6。すなわち「賢明な成長（Smart 
Growth）」、「持続的成長 (Sustainable Growth)」、及び「包括的成長 (Inclusive Growth)」で
ある。さらに同コミュニケーションは、米国、中国、日本、カナダを戦略的貿易相手国とし、
貿易関係の強化を目指すとしている。これにより、EUは2013年7月から米国との間で TTIP
（Transatlantic Trade and Investment Partnership、大西洋貿易貿易投資パートナーシップ）
交渉を開始した。 

























次に、上記した EUの FTA政策に影響を与えた2つの要因について指摘したい。まず第 1は
2009年12月に発効した「リスボン条約（Treaty of Lisbon amending the Treaty on European 
Union and the Treaty establishing the European Community）」9及び EU運営条約（Treaty 
on the Functioning of the European Union）10である。両条約の結果、欧州議会の役割が強化・
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品目 現在の関税 発効後 品目 現在の関税 発効後

















即時撤廃 衣類 4.4～ 13.4% 即時撤廃





































































































GDP（兆ドル ,2018） 22.1 24.2 5.9





















30.1 37.6 8.3 11.0 締結済み
TPP11 上記から米国を除いた11か国 10.6 33.3 5.1 6.7 発効済み
日・EU





25.5 31.8 35.8 47.5 交渉中
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